個人情報の適正管理の徹底について(案)




























さらに





前提条件　 


①職員の過大な業務負担とならないこと


②継続的に繰り返すことができること








【府政情報室】


悪質な職員の所属・氏名を部長会議へ報告（場合により公表）








マニュアル記載事項の


違反により流出した場合





想定外の理由により


流出した場合





新たな流出事案の


発生








職員教育の徹底と自己点検





【府政情報室】


○マニュアルの内容を、職員が心理的負担増とならずに、分かりやすいe-ラーニングソフトとして開発・提供し、職員教育と自己点検の実施を依頼


　＜目的＞職員に対し、個人情報の適正な管理についての重要性を認識させ、その管理方法を理解・実行させる。


【各所属】


○各職員への受講の確認


○マニュアルに沿った対応が出来ていることについての自己点検の確認


スケジュール(案)：１０月下旬に配布・依頼





課題抽出





課


題


抽


出





財政的・制度的（委託業者や各種調査員等非常勤職員への教育）な対応が必要な事例は、関係課と協議し、対応策を検討





・鍵付きロッカー整備、執務室レイアウト変更


・誤送信防止のため同報送信ツール導入


・個人情報持出しの原則禁止と持ち出す場合の上司の許可取得





H21.7.22pm100

















効





果





処方箋の提示


【府政情報室】


○分析の結果、課題が顕在化した所属へ解決策を提示


（提示例）


　





・個人情報を持ち出す場合の管理簿を整備


・退庁時のパソコン管理の徹底


・委託業者や各種調査員等への個人情報の適正管理の徹底





情報の流出は、関係府民の生活・活動に直接影響のあるものであるため、個人情報の適正管理の徹底は、府庁全職員が留意すべき課題である。


そこで、一過性の対策に止まらず継続的自己啓発活動として、①処方箋、②マニュアル、③教材の提供の順に熟度を高めて取り組む。





現状分析


【府政情報室】


○個人情報管理の現況を分析するため、各所属において、情報のライフサイクル（入手→供覧→保管→利用→保存→廃棄）における管理形態と責任についての追加調査の実施


＜現状＞従来の個人情報取扱事務登録簿調査は、各事務の内容の概要についてのみであり、各所属における管理実態が全く不明である。


＜目的＞各所属において、情報のライフサイクルにおける管理形態と責任を認識させるため。


　　　　











取扱マニュアルの作成





【府政情報室】


○職員向けに分かりやすい全庁統一の個人情報取扱マニュアルを関係課協力のもと、作成・配布





＜現状＞IT課・庁舎課・情公課が、所管ごとの条例・規則・要綱・要領等に基づき、個別に職員に向けて留意事項を通知





　＜目的＞各所管における留意事項を統一的に取りまとめ、個人情報の適正な管理を行う。


　（例）書類の整理・保管方法、コンピュータウィルス対策など


スケジュール(案)：8月下旬に素案作成





効果測定


【府政情報室】


①e-ラーニングの受講状況の把握調査


②自己点検後の現況調査





スケジュール(案)：


１２月末に調査














過去の流出事案分析





【府政情報室】


○過去の流出事案についての結果を分析





＜現状＞流出の事案の概要についての調査が主体であり、


その原因に対する分析が不十分である。





＜目的＞所属ごとに、直接の流出原因（ヒューマンエラー）を引き起こした根本原因を分析し、次の処方箋提示に反映させるため。














府民の信頼確保





個人情報流出に


対する危機意識の


醸成





府幹部が情報漏えいに煩わされずに戦略的業務へ専念


　








